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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文は以下の各章から構成されている。 
 
序章 課題と方法 
第１章 東アジアにおける経済統合の進展とミャンマー 
第２章 対外経済政策と貿易構造の変化 
第３章 貿易自由化と関税制度改革―AFTA/CEPT協定との関連から 
第４章 中国の経済協力の役割と課題 
第５章 経済統合と国際労働力移動―ミャンマーからタイへの労働力流出― 
終章 研究の総括と今後の課題 
 
 1988年９月に民主化運動を武力鎮圧し、クーデターにより全権を掌握した国軍は、国家法秩序回復評議会
（SLORC）を樹立した。軍事政権は市場経済への移行による経済発展と対外開放を２本柱とした経済改革に着手
し、「ビルマ式社会主義」を正式に放棄した。 
 1997年にはミャンマーはラオスとともにASEANに加盟したが、同時期に発生したアジア経済危機はミャンマー
の経済発展に楽観的期待を許さないものとなった。後発加盟国の貿易・投資面での統合は遅々として進んでお
らず、域内の経済格差は拡大し、格差を背景に非熟練労働力の域内移動が拡大している。 
 このような状況下で軍政にとっての開放政策の意義が如何に変容したかを考察することが水野論文の全体に
連なるテーマである。 
 第１章では東アジアの経済統合が、後発国にもたらす課題を考察している。開放政策の実施による経済発展
によって、政権の正当性を確保しようとした軍政にとって対外開放は経済を不安定化させ、体制維持を脅かす
可能性を持つものに変容した。第１章はこの過程を分析している。 
 第２章ではミャンマーの対外政策の統制強化を分析している。欧米からの経済制裁を受けるミャンマーでは
外国直接投資（FDI）が停滞するなかで、エネルギー開発と天然ガスなどの１次産品輸出の拡大と輸出抑制策に
より貿易収支は改善している。 
 第３章ミャンマーの市場経済化に伴い、整備されてきた関税制度を詳細に分析し、貿易政策として非関税措
置を重視するようになった諸要因をAFTA（アセアン自由貿易協定）との関連から分析している。 
 第４章では最近進展が著しいミャンマー・中国経済協力関係を分析し、これがミャンマーの経済開発に与え
る課題を検討している。目下、中国が最大の援助供与国であるが、中国の援助は非譲渡的なものが多く、また
資源エネルギー開発と国有企業工場建設に集中している点が特徴である。また中国との貿易では国境貿易を通
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じた極めて垂直的構造になっていることが示されている。 
 第５章ではタイのメソット地域での現地調査によって、ミャンマー人労働者のタイ流入とタイにおける労働
集約的産業（縫製産業）の競争力との関係を検討したものである。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 軍政下にあってその経済実態がほとんど明らかにされていないミャンマー経済を現地への留学体験、さらに
は隣国タイでの質問表調査などにより、その今日的様相の解明に努め、かなりの研究成果を挙げた点がまず評
価に値する。日本では西澤信善氏はじめ数名しかいないミャンマー経済の研究に一定の貢献を行った点が評価
できる。 
 とりわけミャンマー経済の対外的側面をその貿易構造、貿易政策、関税政策、中国との対外経済関係、タイ
への労働力流出など多方面から分析を加え、解明に努めた点が評価できる。 
 東アジアにおける経済統合の進展とこれに対するミャンマー軍事政権の対応をミャンマー語文献により詳細
に分析している点は、一次文献による分析として高く評価できる。 
 東アジアにおけるもう一つの軍事国家北朝鮮の経済発展と対外開放政策への対応を理解するうえでミャン
マー軍事政権の現実の解明は大変示唆に富むものであり、その意味でも水野論文の意義は大きい評価ができる。 
 もちろん水野論文はまだまだ不十分な点が多くある。(1)とりわけミャンマーの国内経済の構造分析が十分に
行われていないこと、そのため対外的側面の分析が国内経済との関連で十分に分析されたとはいいがたい。(2)
第５章は労働力移動の受入国での調査に過ぎず、今後はミャンマーの国内労働力移動、政府の海外就労促進策
との関連が研究されるべきである。 
 以上水野さんの本論文は従来研究があまり行われていなかったミャンマー経済の対外的側面を多方面に亘っ
て分析したものであり、研究の空白を埋めるのに一定の学術的貢献を行った点が評価できる。 
 
審査の結果 
 本論文を博士学位の授与に値するものと判断する。 
